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JSG ニュースレター 

COVID-19 予防対策に伴う 

法務対応に関する最新情報 

【連載第 10 回】在宅勤務における 

残業時間の認定と関連する紛争の予防 

 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

台湾国内では新型コロナウィルス感染症（COVID-19）の感染拡大が続き、多く

の産業に深刻な影響を及ぼしています。そこで、労働法令の理解·確認に努め、効果

的な危機対策、労働紛争の防止に積極的に取り込む企業を支援するために、德勤

商務法律事務所は、《コロナ禍における労働法令に関してよくある企業からのご質問

10 個》を連載企画としてまとめました。最終回となる今回は「在宅勤務における残業

時間の認定と関連する紛争の予防」を解説いたします。 

 

新型コロナウィルス感染症流行期に、企業がテレワーク勤務・在宅勤務を採用する

際に、従業員の勤務・休憩時間の境界線があいまいになりやすく、残業時間への認定

をめぐる紛争が起こりやすいことから、紛争を防ぐための関連措置を取ることが推奨され

ます。 

 

１.勤務時間および残業申請に関する約定 

始業時刻・終業時刻、勤務時間の延長分（残業）の認定、休憩時間および交

替勤務制の勤務時間の変更等の関連事項について、労使双方は、書面による労
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働契約で約定するほか、就業規則に織り込まなければなりません。テレワーク、在

宅勤務により、勤務場所が雇用主の事業所ではなく、労働者の勤務時間延長に

対して雇用主の勤怠管理、または承認しない旨の連絡が難しいことに鑑み、事前

に申請または約定することが必要です。仕事の内容により、外での勤務またはテレ

ワーク勤務において、勤務時間を延長する必要が頻繁にある場合、労使双方は、

一定時間以内の残業は、事前申請対象外で雇用主の同意を不要とすることを事

前に約定できます。業務完了後、雇用主は、労働者の報告した実際の延長分の

勤務時間数を記録しなければなりません。 

 

2．勤務時間の記録 

労働者の勤務時間の記録方法は、事業体の出勤簿やタイムカードに限らず、パソ

コンの記録や電子通信機器の記録も活用することができます。例えば、アプリ、電

話、スマートフォンによる打刻、オンラインでの報告、取引先の署名、通信ソフトウェ

アまたはその他勤怠記録を照会できるツール・手段が考えられます。また、企業は

《事業所以外の場所での労働者の勤務時間に関する指導原則》（中国語：勞

工在事業場所外工作時間指導原則）を遵守する必要があります。業務上の必

要性から、通常勤務時間を終えた労働者に勤務時間の延長を要求した場合に、

業務を完了した労働者は終了時刻を報告し、雇用主はそれに基づいて、業務の

開始・終了時間を記載し、かつ、法により残業代を支給しなければなりません。労

働者は、自ら業務の開始・終了時刻を記録するとともに、会話記録、通話履歴ま

たは完成した書類の送付記録等を添えて雇用主に送ることができ、雇用主は、そ

れらを勤務時間の記録の補完とする必要があります。 

 

3．休憩時間の付与 

在宅勤務またはテレワーク勤務の場合においても、雇用主は、労働基準法第 35

条の規定に基づき、労働者に休憩時間を与えなければなりません。雇用主が労働

者に休憩時間にも業務を行うよう要求した場合、または労働者が雇用主からの要

求により休憩時間に勤務した事情が立証した場合を除き、当該休憩時間は、勤

務時間とみなされません。 
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⽇商組新聞稿

防疫法律快遞

【系列 10】員⼯在家⼯作之加班⼯時認定

與紛爭預防

今年新冠肺炎（Covid-19）本⼟疫情逐步衝擊臺灣各產業領域，為協助

企業積極了解與確認勞動法令，有效因應危機且預防紛爭，德勤商務法律團

隊彙整規畫《疫情下企業常⾒的⼗項勞動法令問題》，今⽇推出系列最終回

【系列 10】員⼯在家⼯作之加班⼯時認定與紛爭預防。

疫情期間如企業採⾏遠距⼯作及勞⼯在家上班，員⼯之⼯作與休息時間

的界線容易變得模糊，就加班⼯時認定易⽣爭議，建議應採取相關措施以預

防紛爭。

1.⼯時及加班申請之約定

⼯作開始及終⽌之時間、延⻑⼯作時間（加班）之認定、休息時間及輪

班制之換班等有關事項，勞資雙⽅應以書⾯勞動契約約定，並訂入⼯作

規則。因採遠距⼯作及居家⼯作之⼯作場所並非在雇主之事業場所，雇

主對於勞⼯之延⻑⼯作時間難以管控或為反對之意思表⽰，有關延⻑⼯

作時間，應採事前申請或約定等⽅式為之。勞⼯如因⼯作性質特殊，於

在外⼯作或遠距⼯作有經常延⻑⼯作時間之必要，勞雇雙⽅得事先約定

⼀定時數內免事前申請或徵得雇主同意，⼯作完成後，雇主應記載勞⼯

回報實際延⻑⼯作時間之時數。



2.⼯時之紀錄

勞⼯之⼯作時間紀錄⽅式，不以事業單位之簽到簿或出勤卡為限，可輔

以電腦資訊或電⼦通信設備協助記載，例如：APP、電話、⼿機打卡、

網路回報、客⼾簽單、通訊軟體或其他可供稽核出勤紀錄之⼯具。另企

業應遵守《勞⼯在事業場所外⼯作時間指導原則》。勞⼯正常⼯作時間

結束後，如因⼯作需要接獲雇主要求延⻑⼯作時間時，則於完成⼯作

後，應將結束時間回報雇主，雇主應記載交付⼯作之起迄時間，並依法

給付加班費。勞⼯可⾃⾏記錄⼯作之起迄時間，並輔以對話、通訊紀錄

或完成文件交付紀錄等送交雇主，雇主應即補登⼯作時間紀錄。

3.休息時間之給予

在家或遠距⼯作，雇主仍應依勞動基準法第三⼗五條規定給予勞⼯休息

時間。除雇主要求勞⼯於休息時間繼續⼯作，或勞⼯舉證有依雇主要求

在休息時間⼯作者外，該休息時間不視為⼯作時間。
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